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第１部 計画の基本条件 
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第１章 総論 

１・計画策定の背景等 

総務省統計局による平成 22 年度の国勢調査によれば、我が国の 65 歳以上人口の

割合は、世界で最も高い水準となっております。 

また、平成 22 年 10 月 1 日現在、総人口に占める高齢者（65 歳以上）人口の割

合【高齢化率】は 23％に達しています。佐倉市においても高齢化の進展は著しく、

介護保険制度が導入された平成 12 年 9 月末現在、住民基本台帳に基づく人口推移で

は 12.4％だった高齢化率も、平成 23 年 9 月末現在には 22.7％となっており、今

後も高くなっていくことが予想されます。 

 

一方、少子化も進行しており、国の人口動態統計によると、平成 17 年（2005 年）

に初めて出生数が死亡数を下回り、人口減少社会が到来しました。 

今後も少子・高齢化が進んで行くことが予想されていくなかで、佐倉市の人口は、

平成23年度から平成32年度まで緩やかに減少し、人口構成では64歳以下は減少、

65 歳以上は増加すると推計しております。 

 

このような人口構成の変化から、少子・高齢化と人口減少に対応した社会システム

の構築が求められております。特に、介護・予防・医療・生活支援・住まいの各領域

のサービスが適切に組み合わされて提供される地域包括ケアシステムの構築が、日常

生活圏域において生活上の安全・安心・健康を確保していくためにも極めて重要であ

ります。 

 

また、住み慣れた地域で暮らし続けるためには、地域基盤の強化も必要です。その

ためには、自助・共助・公助の適切な組み合わせに基づいた地域づくりを、市民の皆

様とともに推進していく必要があります。 

 

これらの取り組みを着実に進め、高齢者が健康でいきがいをもって生活が送れるこ

とができるよう、市民と行政がともに手を携え、高齢者の主体性を重視し、いきいき

とした人生を支援していく体制づくりに向け、福祉・介護施策の充実と社会参加の機

会の拡充、バリアフリーのまちづくりを進めていく必要があります。 

 

この計画は、高齢化率が 21％を超えた超高齢社会における福祉や介護の諸課題を、

市民の皆様とともに解決し、誰もが暮らしやすい佐倉市へと向けた「高齢者のための

総合的な計画」としての性格を持ち、福祉分野及び介護が必要になったときの介護保

険サービスについて、今後３年間の計画をとりまとめたものです。 

 



第１章 総論 

２・計画の位置づけと期間 

１）法的根拠【経過】 

平成 18 年 3 月：「第３期佐倉市高齢者保健・福祉・介護計画」は、老人保健法（第

46 条の 18）に基づく「市町村老人保健計画」、老人福祉法（第 20 条の８）に基

づく「市町村老人福祉計画」及び介護保険法（第 117 条）に基づく「市町村介護保

険事業計画」の３つの計画を統合し策定。 

平成 18 年 6 月：「健康保険法等の一部を改正する法律」の公布に伴い、高齢者を

対象とする保健事業を担ってきた「老人保健法」が、医療制度改革の一環として「高

齢者の医療の確保に関する法律」に改正され、平成 20 年４月の法施行後、「市町村

老人保健計画」は既に法定計画ではなく、関連する事業は「健康増進法」や「高齢者

の医療の確保に関する法律」に基づく事業として移管。 

平成 21 年 3 月：「第４期佐倉市高齢者福祉・介護計画」は、老人福祉法（第 20

条の８）及び介護保険法第（117 条）に規定された計画とし、従来あった「老人保

健計画」を位置付けないものとして整理。（本市の保健分野に関する計画として、佐

倉市健康増進計画「健康さくら 21」がありますので、今後も同計画などに基づき、

高齢者のための健康づくりを推進していくことになります。） 
 

２）計画の位置づけ 

 この計画は、「佐倉市総合計画」を基本とし、「佐倉市地域福祉計画」の一環とし

て高齢者の福祉及び介護保険事業運営に関する本市の取り組みを示したものです。 

 また、老人福祉法、介護保険法などの法令や市の関連する個別計画との整合を図っ

て策定しています。 

  

 
図 1-1-1 第５期計画の位置づけ 
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第１部 計画の基本条件 

３）計画の期間 

第 5 期佐倉市高齢者福祉・介護計画は、平成 24 年度（2012）から平成 26 年度

（2014）までの 3 年間を計画期間としています。 

なお、第 5 期計画の取り組みにあたっては、第 3・４期計画の内容を引き継ぎ取り

組んでいきます。 
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図 1-1-2 第５期計画の計画期間 
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介護保険制度 

 平成 12 年４月の介護保険法施行により、介護保険制度による介護サー

ビスが始められました。これは、「介護の社会化」とも呼ばれ、従来は家

族・親族などが主に担ってきた高齢者の介護を、それぞれの高齢者の身体

的な状況や介護環境に応じてプランを立て、介護事業者がサービスを提供

するようになったものです。介護保険制度の導入によって、介護サービス

は年々増加し、高齢者の生活には欠かせないものとなりました。 

 平成 21 年４月からの「第４期佐倉市高齢者福祉・介護計画」は、老人

福祉法（第 20 条の８）及び介護保険法第（117 条）に規定された計画と

し、従来あった「老人保健計画」を位置付けないものとして整理し、策定

されています。 

第５期計画も、引き続き改正介護保険法に則しています。 

 なお、介護保険法では３年ごとに計画の見直しをすることが定められて

おり、平成 26 年度にも見直しがあるものと思われます。 
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第２章 計画策定の基本条件 
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第２章 計画策定の基本条件 

１・高齢者等の状況 

１）佐倉市の人口推移 

本市の人口は微増傾向で推移し、平成 23 年９月末現在（住民基本台帳）の人口数

は、176,118 人となっています。高齢者の人口数は、平成 18 年９月末現在 30,911

人から平成 23 年９月末現在 39,997 人へ約 9,000 人増加しています。 

 

 図 1-2-1 人口等の推移・各年９月末現在 

区分 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

総人口（Ａ） 175,104 175,032 175,359 175,946 176,061 176,118

 40歳未満 78,887 77,346 76,165 75,112 73,763 72,143

  40-64歳 65,306 64,669 64,182 63,482 63,543 63,978

  65-69歳 11,241 12,006 12,846 14,024 14,019 13,528

  70-74歳 7,943 8,631 9,059 9,368 9,936 10,660

  75-79歳 5,316 5,544 5,891 6,327 6,768 7,312

  80-84歳 3,488 3,706 3,946 4,145 4,299 4,476

  85-89歳 1,868 1,980 2,090 2,244 2,397 2,573

  90歳以上 1,055 1,150 1,180 1,244 1,336 1,448

 40歳以上 96,217 97,686 99,194 100,834 102,298 103,975

高齢者人口（Ｂ） 30,911 33,017 35,012 37,352 38,755 39,997

 前期高齢者（Ｃ） 19,184 20,637 21,905 23,392 23,955 24,188

 前期高齢化率（Ｃ）／（Ａ） 11.0% 11.8% 12.5% 13.3% 13.6% 13.7%

 後期高齢者（Ｄ） 11,727 12,380 13,107 13,960 14,800 15,809

 後期高齢化率（Ｄ）／（Ａ） 6.7% 7.1% 7.5% 7.9% 8.4% 9.0%

高齢化率（Ｂ）／（Ａ） 17.7% 18.9% 20.0% 21.2% 22.0% 22.7%
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第１部 計画の基本条件 

佐倉市に住民登録している人の人口構成では、平成 18 年 9 月末現在に 17.7％で

あった高齢化率は、平成 23 年 9 月末現在には 22.7％に達しています。 

 

 図 1-2-2 高齢化率の推移・各年９月末現在 
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第２章 計画策定の基本条件 

２）高齢世帯等の状況 

平成 23 年 10 月 1 日現在の高齢者のいる世帯は、27,850 世帯で、平成 18 年

10 月 1 日現在から約 5,800 世帯の増加となっています。高齢者単身世帯と高齢者

のみの世帯を合わせた世帯は、平成 18 年 10 月 1 日現在の 10,669 世帯から平成

23 年 10 月 1 日現在には、15,153 世帯と、約 4,500 世帯増加し、その割合も、

48.3％から 54.4％に増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2-4 高齢世帯構成の推移・各年 10 月１日現在 

図 1-2-3 高齢世帯等の推移・各年 10 月１日現在 
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第１部 計画の基本条件 

２・介護保険の状況 

１）要支援・要介護認定者数等の推移 

平成 18 年 9 月末現在、要支援・要介護認定を受けている人は、4,417 人から平

成 23 年 9 月末現在 5,638 人です。そのうち、第１号被保険者は、5,404 人です。

平成 23 年９月末現在の 65 歳以上の人口が 39,997 人ですから、約 14％の高齢者

が要支援・要介護認定を受けていることになります。 

介護度が比較的軽い要支援１、要支援２、及び要介護１の合計は、2,578 人

（45.7%）、中程度の要介護２及び要介護３の合計は、1,744 人（31.0%）、程度

の重い要介護４及び５の重度の合計は、1,316 人（23.3%）、となっています。 

 図 1-2-５ 要支援・要介護認定者数等の推移・各年９月末現在 
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要介護1 要介護2 要介護3

要介護4 要介護5 認定率

平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年
65歳以上人口（Ａ） 30,911 33,017 35,012 37,352 38,755 39,997

要支援１ 362 597 630 699 685 639
要支援2 373 659 722 810 1,025 1,107
経過的介護 250 0 0 0 0 0
要介護1 1,087 817 859 886 803 832
要介護2 678 740 748 775 886 1,001
要介護3 631 735 812 744 709 743
要介護4 515 541 526 565 647 711
要介護5 521 529 500 547 584 605

要介護等認定者（Ｂ） 4,417 4,618 4,797 5,026 5,339 5,638
認定率（Ｂ）／（Ａ） 14.3% 14.0% 13.7% 13.5% 13.8% 14.1%

区分
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第２章 計画策定の基本条件 

２）介護サービスの受給状況 

平成 23 年９月末現在、居宅介護（介護予防）サービスを受けている人数は 3,544

人で、要支援・要介護認定を受けている人の 62.9％（受給率）となっており、特に

要介護１及び２の割合が多く 70%を超えています。 

また、地域密着型（介護予防）サービスを受けている人数は 221 人で、受給率は 

約４％です。さらに、施設介護サービスを受けている人数は 846 人で、その受給率

は 15.0%ですが、要介護４の方では受給率が 33.5%、要介護５の方では受給率が

41.2%となっています。 

 

 
図 1-2-６ 介護（予防）サービス受給状況・平成 23 年９月末現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 合計

受給者（Ａ） 357 762 616 731 466 362 250 3,544

受給率（Ａ）／（Ｇ） 55.9% 68.8% 74.0% 73.0% 62.7% 50.9% 41.3% 62.9%

受給者（Ｂ） 0 2 53 55 44 40 27 221

受給率（Ｂ）／（Ｇ） 0.0% 0.2% 6.4% 5.5% 5.9% 5.6% 4.5% 3.9%

受給者（Ｃ） 0 0 9 63 97 127 160 456

受給率（Ｃ）／（Ｇ） 0.0% 0.0% 1.1% 6.3% 13.1% 17.9% 26.4% 8.1%

受給者（Ｄ） 0 0 38 60 85 95 62 340

受給率（Ｄ）／（Ｇ） 0.0% 0.0% 4.6% 6.0% 11.4% 13.4% 10.2% 6.0%

受給者（Ｅ） 0 0 0 1 6 16 27 5

受給率（Ｅ）／（Ｇ） 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.8% 2.3% 4.5% 0.9%

受給者（Ｆ） 0 0 47 124 188 238 249 846

受給率（Ｆ）／（Ｇ） 0.0% 0.0% 5.6% 12.4% 25.3% 33.5% 41.2% 15.0%
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地域密着型サービスとは 

地域密着型サービスとは、高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるよ

うにとの観点から、平成 18 年４月の改正介護保険の施行により導入され、

その後の法改正を経て、平成 24 年度からは、以下に挙げる８種類のサービ

スとなります。 

   ①定期巡回・随時対応型訪問介護看護【新規】 

②夜間対応型訪問介護 

③小規模多機能型居宅介護 

④認知症対応型通所介護 

⑤認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

⑥地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

（定員 29 人以下の特別養護老人ホーム） 

⑦地域密着型特定施設入居者生活介護 

（定員 29 人以下の介護専用型特定施設） 

⑧複合型サービス【新規】 
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第１部 計画の基本条件 

３・高齢者の生活実態や制度に対する意向について 

１）実態調査（アンケート調査）の実施概要 

佐倉市では、第５期佐倉市高齢者福祉・介護計画策定〔第４期計画の見直し〕のた

めの基礎資料とすることを目的として、満 65 歳以上の市民の方々を対象に、生活の

実態や制度に対するご意見などを伺うアンケート調査を実施しました。 

 

（１）調査の種類及び調査対象者 
調査種別 調査対象者 

①一般高齢者調査 
平成 23 年６月末日時点において、市内在住の 65

歳以上の高齢者の方 

②要支援・要介護認定者調査 
平成 23 年６月末日時点において、要支援・要介護

認定を受けている市内在住の被保険者 

 

（２）調査の設計 
調査種別 項目 内容 

ア．対象者数 1,000 名 

イ．抽出方法 住民基本台帳から無作為抽出 ①一般高齢者調査 

ウ．調査地域 市内全域 

ア．対象者数 1,000 名 

イ．抽出方法 住民基本台帳から無作為抽出 ②要支援・要介護認定者調査 

ウ．調査地域 市内全域 

 

（３）調査方法 
郵送配布、郵送回収 

 

（４）調査期間 
平成 23 年 7 月 15 日（金）～7 月 29 日（金） 

 

（５）回収結果 （回答結果は資料編の●●ページに記載してあります） 
調査種別 配布数 有効回収数 有効回収率 

①一般高齢者調査 1,000 780 78.0%

②要支援・要介護認定者調査 1,000 640 64.0%

合  計 2,000 1,420 71.0%
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第２章 計画策定の基本条件 

２）実態調査（アンケート調査）結果からの計画への反映 

実態調査（アンケート調査）の結果を踏まえて、以下の６点を重点的事項としてと

らえ、計画策定にあたって特に配慮していくものとしました。 

●重点的事項１：介護予防への取り組み 

一般高齢者を対象に、現在の健康状態等について、 二次予防事業の対象者(要介護

等の状態になる恐れのある高齢者)を把握するために必要な項目を加えて、調査を行

いました。 

調査の結果、二次予防事業の対象者は、80 歳～84 歳で 46.6％、85 歳～89 歳

で 45.7％、90 歳以上で 91.7％と、年齢を重ねるほど高く、全体でも、32.1％と

なっています。 

このことから、今後も、高齢化の進行に伴って介護保険サービスの利用者が増え続

けることが推測されます。 

 

 ■一般高齢者 

32.1 55.0 12.9
0.0

31.3 57.7 11.0
0.0

33.3 52.1 14.6
0.0

21.5 68.9 9.6
0.0

25.1 62.3 12.6

0.0

34.1 52.2 13.7
0.0

46.6 35.6 17.8
0.0

45.7 37.0 17.4
0.0

91.7 8.3

0.0 0.0

対象 対象外 不明 無回答
ｎ

780

390

378

219

175

205

118

46

12

性

別

年

齢

全体

男性

女性

65－69歳

70－74歳

75－79歳

80－84歳

85－89歳

90歳以上

（％） 
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第１部 計画の基本条件 

●重点的事項２：介護保険サービスの利用意向と利用状況 

一般高齢者を対象とした調査で、今後、要介護となった場合に介護を受けたい場所

について聞いたところ、「老人ホーム等に入所したい」「グループホームに入所した

い」「介護付き住宅の一人部屋か夫婦部屋を希望」の施設入所希望者が 22.2％とな

っております。一方、要介護・要支援の方を対象とした介護保険サービスの利用意向

では、有料老人ホームは 25.8％、介護老人福祉施設は 36.7％、介護老人保健施設

は 35.8％の方が、今後利用したいと回答しています。 

■一般高齢者 

 

 

 

 

 

 

・介護保険サービスの利用意向について 

 ■要介護・要支援 

 

 

 

 

 

 

 

利用したいと思う理由については、「介護する人が精神的、身体的に疲れている

（35.4％）」「家族が外出中で緊急の対応が在宅では不十分（29.6％）」という意

見がある一方、「高齢者世帯のため在宅生活に不安を感じる（22.3％）」「入所待

ちを見込んで早めに申し込む必要がある（5.8％）」といった将来の不安のために施

設を利用したいと考えていることも伺えます。 

 

■要介護・要支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.5 15.4

0.6

6.2

2.6 2.1

22.3 5.4

現在の住

まいで介

護を受け

たい

老人ホー

ムなどに

入所した

い

グループ

ホームに

入所した

い

介護付き

住宅の一

人部屋か

夫婦部屋

を希望

病院に入

院して介

護を受け

たい

その他 わからな

い

無回答

ｎ

780

（％）

全体

 

25.8 33.8 40.5

36.7 27.5 35.8

35.8 25.8 38.4

今後利用したい 利用したいとは思

わない

無回答

ｎ

640

640

640

有料老人ホーム

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

（％）

（％）

29.6

22.3

5.8

35.4

0 10 20 30 4

介護する人が精神的、身体的に疲れている

家族が外出中で緊急の対応が在宅では不十分

高齢者世帯のため在宅生活に不安を感じる

入所待ちを見込んで早めに申し込む必要がある

0
n=291
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第２章 計画策定の基本条件 

●重点的事項３：保健・福祉・介護に対する認知度の向上 

介護保険サービス以外で、市が独自で行っている高齢者の生活支援や家族介護の支

援サービスの認知度について、一般高齢者、要介護・要支援の方を対象とした調査で

はそれほど高くない状況となっています。 

 ■一般高齢者 

 

 

（％）
40

12.7

12.7

10.5

28.2

0 10 20 30

はり、きゆう、マッサージ等施設利用助成券

高齢者安心カード

高齢者ふれあい配食サービス

緊急通報装置

n=780

 

 

 

 ■要介護・要支援 

 （％）

25.3

13.9

16.3

22.8

9.4

15.6

13.0

0 10 20

高齢者安心カード

はり、きゆう、マッサージ等施設利用助成券

緊急通報装置

高齢者等ふれあい配食サービス

紙おむつ等の購入助成

訪問理美容出張費用助成

訪問歯科診療

30

n=640

 

 

 

 

 

 

 

また、地域包括支援センターの認知度について、要介護・要支援の方を対象とした

調査では、認知度が 67.3％である一方、一般高齢者を対象とした調査では 34.2％

と低い状況にありました。 

地域包括支援センターの利用促進のために必要なことについては、一般高齢者、要

介護・要支援を対象とした調査ともに、「市民へのＰＲを進めること」が高い割合を

示しており、今後とも、高齢者に対する周知活動等を徹底していく必要があります。 

 ■一般高齢者 

 

34.2 56.4 9.4

知っている 知らない 無回答

ｎ

780

（％）

全体

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

22.4

19.6

15.1

4.0

4.5

56.0

0 10 20 30 40 50 60 70

市民へのＰＲを進めること

適切なアドバイスが得られること

もっと身近な場所につくること

迅速に対応すること

職員の対応を改善すること

その他

n=780
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第１部 計画の基本条件 

 

 ■要介護・要支援 

 

67.3 22.8 9.8

知っている 知らない 無回答
ｎ

64

（％）

全体

 

 
0

 

 
（％）

32.0

20.9

17.3

4.1

4.4

45.0

0 10 20 30 40 5

市民へのＰＲを進めること

適切なアドバイスが得られること

もっと身近な場所につくること

迅速に対応すること

職員の対応を改善すること

その他

0

n=640
 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、平成 23 年度に実施した市民意識調査では、佐倉市が実施している介護予

防事業について知っていると回答した方は全体の 17.8％と低い状況であり、今後、

一般高齢者を対象に行った市に取り組んで欲しい介護保険施策についても、「制度や

利用方法に関する情報提供の充実」と回答される割合が高いものとなっています。 
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第２章 計画策定の基本条件 

●重点的事項４：在宅福祉サービスの利用について 

一般高齢者を対象とした調査では、持ち家比率の割合が 94.9％と高い状況にあり、

今後、要介護となった場合に介護を受けたい場所については、多くの方が「現在の住

まいで介護を受けたい（45.5％）」となっています。 

また、在宅生活のために住宅改修が必要と答えた方は 58.2％と高い割合となって

います。 

■一般高齢者 

 

94.9

1.4 0.6 0.1 1.2 1.8

持家 民間賃貸

住宅

公営賃貸

住宅

借間 その他 無回答

ｎ

780

（％）

全体

 

 

 

 

 

45.5 15.4

0.6

6.2

2.6 2.1

22.3 5.4

現在の住

まいで介

護を受け

たい

老人ホー

ムなどに

入所した

い

グループ

ホームに

入所した

い

介護付き

住宅の一

人部屋か

夫婦部屋

を希望

病院に入

院して介

護を受け

たい

その他 わからな

い

無回答

ｎ

780

（％）

全体

 

 

 

 

 

 

 在宅生活のために今後住宅改修が必要か？ 

 

58.2 27.6 14.1

はい いいえ 無回答
ｎ

340

（％）

全体

 

 

 

 

次に、要介護・要支援の方を対象とした調査で、在宅生活を継続するために必要な

居宅介護サービスについては、「夜間や緊急時の訪問介護（38.1％）」「緊急時な

ど必要な時に泊まれる施設（33.8％）」「病院などへの移送の介助（31.9％）」が

３割を超える回答結果となっており、24 時間対応の介護サービス体制の充実が課題

であります。 

 ■要介護・要支援 

 
（％）

33.8

31.9

26.6

38.1

0 10 20 30 40 5

夜間や緊急時の訪問介護

緊急時など必要な時に泊まれる施設

病院などへの移送の介助

医師や看護師の訪問

0

n=640
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第１部 計画の基本条件 

 

居宅介護支援事業者の選定方法については、「地域包括支援センターに相談して決

めた」、との回答が多くなっています。地域包括支援センターは、高齢者の在宅生活

を支援する機関であることからその役割が益々高まることが、回答結果から明らかと

なっています。 

  

■要介護・要支援 

 
事業者

は利用

してい

ない

市から

配付さ

れた一

覧表か

ら自分

で選ん

だ

事業所

の広告

を見て

選んだ

知人に

すすめ

られて

選んだ

地域包

括支援

セン

ターに

相談し

て決め

た

利用し

ていた

事業者

からす

すめら

れて選

んだ

その他 無回答

10.8 11.4

2.7

10.8 26.1 5.2 17.5 15.6

ｎ

640

（％）

全体

 

 

 

 

 

 

 

 

また、介護サービス事業者の選定理由としては、「ケアマネジャーにすすめられた

から」との回答が多くなっています。ケアマネジャーは介護が必要になった方を、も

っとも身近な所で支える専門職であり、今後益々その役割が重要になることが、回答

結果から明らかとなっています。 

 

 ■要介護・要支援 

 
以前か

ら、利

用して

いるか

ら

評判が

良いか

ら

ｹｱﾏﾈ

ｼﾞｬｰに

すすめ

られた

から

事業者

の知名

度が高

いから

事業所

の場所

が近い

から

相談し

た時の

対応が

丁寧

だった

から

資格を

持った

人がた

くさん

いたか

ら

その他 無回答

14.4

3.2

39.9

1.9

15.5 9.1

0.4

9.6 5.9

ｎ

471

（％）

全体
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第２章 計画策定の基本条件 

●重点的事項５：認知症に関する取り組み 

一般高齢者を対象とした調査では、認知症予防についての判定結果で、85 歳～89

歳で（52.2％）、90 歳以上で（83.3％）と、年齢が上がるごとに該当者が多く、

全体では、37.3％の方が該当となっております。 

■一般高齢者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37.3 62.4
0.3 0.0

41.5 58.2
0.3 0.0

33.1 66.7
0.3 0.0

30.1 69.9
0.0 0.0

37.1 62.9

0.0 0.0

36.1 63.9
0.0 0.0

43.2 55.1
1.7 0.0

52.2 47.8
0.0 0.0

83.3 16.7

0.0 0.0

該当 非該当 不明 無回答
ｎ

780

390

378

219

175

205

118

46

12

性

別

年

齢

全体

男性

女性

65－69歳

70－74歳

75－79歳

80－84歳

85－89歳

90歳以上

（％）

 

 

 

また、要介護・要支援の方を対象とした調査では、介護保険サービスの利用意向と

して「認知症の症状がでてきているから」が 20.6％となっており、要介護等になっ

た原因としても、認知症(11.1％)との回答結果となっております。 

 

 ■要介護・要支援 

 

18.8 15.6 15.6 11.1 8.6

4.5 3.4 3.1 1.9

13.3

4.1

脳血管

疾患

高齢に

よる衰

弱

転倒・

骨折

認知症 関節疾

患

心臓病 呼吸器

疾患

糖尿病 パーキ

ンソン

病

その他 無回答

ｎ

640

（％）

全体

 

 

 

 

このことから、なるべく認知症の発症を防いで健康寿命を延伸し、また仮に認知症

になったとしても地域で尊厳ある生活を続けるための支援が必要と考えます。 
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第１部 計画の基本条件 

●重点的事項６：より良い介護保険制度を目指して 

 現在の介護保険制度では、介護保険料の基準額は介護（予防）サービスの利用量に

よって決まります。したがって、施設が増えたり、サービスが充実して利用量が増え

たりすると、保険料も高額になっていくことになります。 

支払っている介護保険料の金額について調査した結果、“高い”“やや高い”を足

し合わせた割合で、一般高齢者を対象とした調査で、66.4％、要介護・要支援の方

を対象にした調査で、48.9％、“妥当”と回答した方は、一般高齢者を対象とした

調査で 15.9％、要介護・要支援の方を対象にした調査で 24.7％となっており、介

護保険料に対する負担感が増大してきています。 

今後の介護保険料のありかたについては、一般高齢者を対象とした調査で、「保険

料が多少増えてもサービス充実がよい」（22.4％）、「サービスを多少抑えても保

険料が低ければよい」（19.9％）、要介護・要支援の方を対象にした調査で、「現

状のままがよい」（28.4％）、「保険料が多少増えてもサービス充実がよい」（19.1％）

となっており、置かれている状況によって多少の違いがあることがわかります。 

■一般高齢者 

46.0 20.4 15.9

0.6 0.0

11.5 5.5

高い やや高い 妥当 やや安い 安い わからな

い

無回答

ｎ

780

 

 

 

（％）

全体

 

 

 

 

 

 22.4 19.9 17.7

4.0 3.6

25.9 6.5

保険料が

多少増え

てもサー

ビス充実

がよい

ｻｰﾋﾞｽを多

少抑えて

も保険料

が低けれ

ば

現状のま

まがよい

負担年齢

を引き下

げ保険料

徴収の拡

大が必要

その他 わからな

い

無回答

ｎ

780

（％）

全体

 

■要介護・要支援 

 

 

 

 
26.9 22.0 24.7

0.5 0.3

18.3 7.3

高い やや高い 妥当 やや安い 安い わからな

い

無回答

ｎ

640

（％）

全体

 

 

 

 

保険料が

多少増え

てもサー

ビス充実

がよい

ｻｰﾋﾞｽを多

少抑えて

も保険料

が低けれ

ばよい

現状のま

まがよい

負担年齢

を引き下

げ保険料

徴収の拡

大が必要

その他 わからな

い

無回答

19.1 12.0 28.4 7.3

2.7

23.0 7.5

ｎ

640

（％）

全体 
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第３章 基本理念 

第３章 基本理念 
 

１・計画の基本的な考え方 

１）計画の基本理念 

 

 この計画の基本理念を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とします。 

 これは、市民と市民、市民と行政が支え合うことを基本に、市民一人ひとりの生活

からまちづくりに至る、佐倉市の総合的な高齢者福祉・介護保険施策を推進する姿勢

をあらわすものです。 

 みんなで支え合う都市を実現するため、とりわけ「高齢者の尊厳の尊重」、「高齢

者の虐待防止」及び「高齢者の権利擁護」について十分配慮するとともに、以下に示

す「重点施策」について積極的に取り組んでいきます。 
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第１部 計画の基本条件 

２）高齢者施策の体系 

高齢者が、住み慣れた地域でいきいきと暮らしていけるように、佐倉市では高齢者

施策を以下の図のような体系で進めていきます。 

 

 
図 1-3-1 高齢者施策の体系 

み
ん
な
で
支
え
合
い
、
よ
ろ
こ
び
が
生
ま
れ
る
都
市
・
佐
倉 

第１章 あたたかい心がふれあう地域づくり 
 

 
～保健・医療・福祉・介護の連携～ 

１ 保健・医療・福祉・介護のネットワーク 

２ ボランティア活動の促進・支援 

３ 福祉意識の高揚 

４ 市民参加の推進 

 

 

 

 

 

 

第２章 安全で快適なまちづくり 
～高齢者が生活しやすい都市・交通基盤・住宅等の整備～ 

１ 高齢者が行動しやすい都市基盤の整備 

２ 高齢者が生活しやすい住宅の整備 

第３章 楽しく生きがいのあるくらしづくり 

 

 

 

 

 

 

 
～高齢者が生きがいをもって自立した暮らしを営むために～ 

１ 高齢者の就労機会の確保 

２ 高齢者の社会参加の促進 

３ 高齢者の学習活動の推進 

４ 高齢者を主体とした世代間交流の推進 

 

 

 

 

 

 

 
第４章 元気いっぱいいきいき健康づくり 

～高齢者の健康を維持・増進するための介護予防等の推進～ 

１ 介護予防〔地域支援事業〕の推進 

２ いきいき健康づくり 

第５章 安心な老後を支える仕組みづくり 

 

 

 

 

 

 

 ～要援護高齢者等の生活を支える介護保険事業をはじめとする各種支援～

 １ 介護保険サービスの推進 

 ２ 介護予防の推進 
 ３ 介護家族の支援 

 ４ 高齢者の生活を支援する福祉サービスの推進 

 ５ 認知症対策の推進 
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第３章 基本理念 

３）計画の重点施策 

 佐倉市では、早急な課題解決が望まれるものや、今後の佐倉市を見据える中で、取

り組んでいかなければならないもの、また、実態調査（アンケート調査）から明らか

になった意見や要望等を踏まえ、第 5 期佐倉市高齢者福祉・介護計画に取り込む重点

施策として以下の 6 項目を掲げます。 
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●重点施策６：介護保険制度の効率的運用 

☞要介護・要支援認定申請者数、介護サービス利用者数が年々増加の一途をたど

っている現状を踏まえ、適正に介護サービスの提供が行えるよう介護保険料の確

保、認定事務の体制整備、適正なサービス費の給付を行っていく必要があります。

●重点施策５：認知症に関する知識の普及と支援体制の強化 

☞認知症の予防や早期発見による治療のため、また、認知症になっても住み慣れ

た地域で安心して暮らしていくためには、市民一人ひとりが認知症に関する正し

い知識を持つとともに、地域全体で支えるための体制を整備していく必要があり

ます。 

●重点施策４：在宅福祉サービスの維持・充実 

☞高齢化の進行による要介護者の増加に伴い、在宅での家族介護も増えることか

ら、介護の不安や孤立感を抱える在宅介護者に対する支援を充実する必要があり

ます。また、介護保険に該当しない在宅サービスを維持・充実する必要がありま

す。 

●重点施策３：保健・福祉・介護に関する情報提供の徹底化 

☞介護サービスや介護予防事業などの市の高齢者福祉事業への市民の認知度が低

い状況です。必要な情報を必要な人に届けるために、効果的な情報提供を検討し

実施する必要があります。 

●重点施策２：福祉施設の整備・拡充 

☞特別養護老人ホームや介護施設などの入所希望者が多くなっており、施設の整

備や拡充が求められています。また、施設職員の人材確保や待遇改善を図り、介

護サービスの維持向上を図っていく必要があります。 

●重点施策１：介護予防の推進 

☞高齢者が要介護状態になることを防ぎ、住み慣れた地域での自立した生活を維

持するため、介護予防に関する知識の普及と地域における自主的な取り組みを推

進する必要があります。 



第１部 計画の基本条件 

２・日常生活圏域の設定 

 

 第 4 期計画に引き続き、今期計画でも佐倉市を５つの日常生活圏域に分け、介護施

設等の配置・整備を行い、高齢者が住み慣れた地域でいきいきと暮らしていけるよう、

ネットワークの形成を行います。 

 
図 1-3-2 日常生活圏域図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＲ総武本線
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【佐倉市における日常生活圏域設定のポイント】 

・旧町村をベースにした既存コミュニティの形成 

・既存の介護施設等の整備状況と新規の介護施設等の配置・整備 

・各圏域の高齢者人口のバランス 

・身近な地域で福祉サービスを享受できる範囲 
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第３章 基本理念 
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◆日常生活圏域の高齢者人口の状況  

平成23年９月末現在の住民基本台帳に基づく高齢者の状況を日常生活圏域別に見

ると、佐倉圏域の高齢化率が最も高く 26.2％、根郷・和田・弥富圏域の高齢化率が

最も低く 20.4％となっています。また、図 1-3-３の各グラフで示すように、各圏

域とも高齢化率は上昇しています。 

 
図 1-3-３ 住民基本台帳に基づく圏域別データ・各年９月末現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

志津北部圏域の人口推移
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